
広報えな　2

一般会計
歳入

２２.１％

平成１８年度決算の概要

歳出総額　２８０億１,８０６万円 歳入総額　２９４億７,３９３万円

一般会計
歳出

総務費
１９.１％

　歳入では、市税が６４億９,９３１万円で歳入総額
の２２.１�、地方交付税は８７億８,３３１万円で２９.８
�を占めています。
　借金である市債は３３億４,８７０万円と総額の
１１.４�を占めています。

　歳出では、借金の返済となる公債費が３９億
９,４２３万円と歳出総額の１４.３�を占め、地域振
興基金積立金やケーブルテレビ施設整備費など
の総務費は５３億５,４９６万円で１９.１�、保育所の
運営や福祉医療費などの民生費は４８億８,０１９万
円で１７.４�となっています。

２９.８％

１１.４％

県支出金
７.５％

国庫支出金
５.２％

２４.０％

民生費

１７.４％

公債費
１４.３％

衛生費
１１.６％

土木費
１１.３％

教育費
１０.４％

その他
１５.９％

市の事業に対す
る国や県からの
補助金

市税
市民税や固定資産
税など

地方交付税
全国の市や町の行政サー
ビスに差が出ないように
するための国からの交付
金

市債
道路などを造るた
めの借入金

その他
繰入金や繰越
金など

　

１
年
間
に
市
に
入
っ
て
く
る
お

金
（
歳
入
）
と
、
使
う
お
金
（
歳

出
）。
そ
れ
ら
を
バ
ラ
ン
ス
よ
く

使
う
計
画
を
予
算
と
い
い
ま
す
。

　

で
は
、
市
の
予
算
規
模
は
ど
の

く
ら
い
で
、
ど
の
よ
う
な
事
業
が

あ
る
の
で
し
ょ
う
。
そ
し
て
市
の

借
金
は
ど
の
く
ら
い
あ
る
の
で

し
ょ
う
。

　

今
回
は
、
平
成　

年
度
の
決
算

１８

状
況
が
確
定
し
た
の
で
、
そ
の
概

要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
出
は
２
８
０
億

１
８
０
６
万
円
、
特
別
会
計
と
企

業
会
計
を
合
わ
せ
た
歳
出
総
額
は

５
１
８
億
１
２
５
８
万
円
と
な
り

ま
し
た
。
予
算
に
対
す
る
執
行
率

は
９
３
・
７�
で
し
た
。

　

歳
入
総
額
は
一
般
会
計
で
２
９

４
億
７
３
９
３
万
円
、
特
別
会

計
・
企
業
会
計
合
わ
せ
て
５
３
５

億
３
０
１
７
万
円
と
な
り
、
歳
入

歳
出
の
差
し
引
き
額
は
１
７
億
１

７
５
９
万
円
で
し
た
。

　

市
債
（
市
の
借
金
）
の
総
額
は

６
２
３
億
１
５
９
６
万
円
と
な

り
、
市
民
一
人
当
た
り
１
０
９
万

８
７
９
５
円
と
な
り
ま
し
た
。

□
問
い
合
わ
せ　

財
務
課
（
内
線

３
５
２
）
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保育所費（民生費）１０億１,７７１万円
事業概要（公立）

�保育園数　　１４施設

�園児数（定員）　１,００９人（１,１８５人）

�保育士数　１４３人

じん芥処理費（衛生費）１０億５,２２０万円
事業概要（年間処理量）

�エコセンター恵那

　年間処理量　９,１４８�（ＲＤＦごみ）

�恵南クリーンセンターあおぞら

　年間処理量　４,８５３�（可燃ごみ）

道路橋りょう新設改良費
　　（土木費）９億２,７４０万円

主な事業

�銀座通りコミュニティ道路整備事業（延長３３４�）

�串原大平柿畑線道路改良工事（延長２４０�）

�飯田洞線道路改良事業（用地補償など）

ケーブルテレビ施設整備事業
　　 （総務費）９億３,０４６万円

事業概要

�告知放送設置工事件数　５,１７０件

□幹線工事実施区域　４地域

　（東野、笠置町、中野方町、飯地町）

学校給食費（教育費）５億９,５７５万円
事業概要（給食状況）

常備消防費（消防費）６億８,８８５万円
事業概要

�火災発生状況　発生件数４４件

（建物１９件、林野７件 , その他１８件）

�救急出動状況　出場件数１,９１０件

（急病１,１３１件、交通２２６件、その他５５３件）

給食数施設数
６４万８,７３３食１５小学校
３３万５,７５０食８中学校
１７万５,５６５食１０養護学校、幼稚園など

主な事業の紹介

岩村町大坪山の田線踏切改良工事
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歳入歳出決算差引額歳出歳入

０万円１,６４５万円１,６４５万円交通災害共済

２億８,１９１万円４８億０,２４８万円５０億８,４３９万円
国民健康保険

（事業勘定）

０万円６億６,６６９万円６億６,６６９万円
国民健康保険

（施設勘定）

△５,４９４万円５４億６,６９７万円５４億１,２０３万円老人保健医療

２億０,０８３万円３５億４,５９４万円３７億４,６７７万円介護保険

２,５５７万円１３億５,８２８万円１３億８,３８５万円簡易水道

２万円２億３,０７３万円２億３,０７５万円農業集落排水

２００万円６,６９５万円６,８９５万円駐車場

１９１万円２３億０,１８９万円２３億０,３８０万円公共下水道

７万円２３万円３０万円遠山財産区

５７万円３７６万円４３３万円上財産区

４億５,７９４万円１８４億６,０３７万円１８９億１,８３１万円計

特別会計

特別会計とは…

　特定の事業を行うた
めに設置されている会
計です。
　その事業収入の使い
道は決まっていて、収
支を明らかにするため
に、一般会計と分けて
います。
　市には１１種類の特別
会計があり、各会計の
予算内でやりくりして
事業を進めています。

企業会計

企業会計とは…

　一般の会社と同じ
ように、独自の収入
でその経費をまかな
う独立採算を原則と
する会計です。

○収益的収支とは…

１年間の事業活動に
より得られる収益と
費用を表したもの。
○資本的収支とは…

１年間に支出した施
設の経費と、その財
源となる収入を収支
で表したもの。

介護老人保健施設事業会計
事業別利用者数

入所事業　　　 ３０,４９１人
短期入所事業      ３,０７９人
通所リハビリテーション　２,１８６人

収益的収支決算

収入　４億３,２４６万円
支出　４億１,８０４万円

資本的収支決算

収入　１,４５７万円
支出　３,０９８万円

病院事業会計
□恵那病院
年間外来患者数　７５,２４９人
入院患者数　　　５２,３７９人
□上矢作病院
年間外来患者数　３４,９２１人
入院患者数　　　１８,２１３人

収益的収支決算

収入　３１億６,９６１万円
支出　３１億９,４７０万円

資本的収支決算

収入　２億８,３３０万円
支出　３億２,３１２万円

水道事業会計
事業概要

給水世帯　 　　１０,６４３戸
総排水量　　   ４,１７７,０２０�
１日平均配水量　１１,４４４�
１人１日平均使用量　３７５.４６�

収益的収支決算

収入　９億１,６２５万円
支出　８億４,４７５万円

資本的収支決算

収入　３億２,１７４万円
支出　５億２,２５６万円
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市民一人当たりの地方債残高
［６６４,６３３円］

総額
６２３億１,５９６万円

市民一人当たり

１０９万８,７９５円

総額
１０９億８,９８８万円

市民一人当たり

１９万３,７８１円

８億０,１３６万円国民健康保険給付基金
２億１,４１１万円介護保険給付基金
１億４,５５７万円農業集落排水基金
１億５,９００万円駐車場施設整備基金
１億６,２５８万円下水道基金
２億０,２３４万円その他

特別会計に属する基金　１６億８,４９６万円

１億９,５６７万円減債積立金（水道事業）
９,１２０万円その他

企業会計に属する基金　２億８,６８７万円

９億５,７５３万円土地開発基金
１億５,２００万円奨学資金貸与基金
３,８９２万円その他

定額の資金を運用する基金　１１億４,８４５万円

２８億８,７５９万円財政調整基金
１０億５,２３８万円地域振興基金
９億４,３９８万円地域福祉基金
７億４,９２５万円公共施設整備基金
４億５,７６６万円市民のまちづくり基金
４億２,６０３万円地域づくり基金
３億５,５６７万円簡易水道経営安定化基金
２億１,７７０万円減債基金
１億９,５９７万円人工透析施設整備基金
１億０,４８５万円シアタ－恵那関連基金
１億０,００１万円国際交流振興基金
３億７,８５１万円その他

一般会計に属する基金　７８億６,９６０万円

　一般会計、特別会計、企業会
計の市債（借金）の総額は６２３
億１,５９６万円に上ります。
　市民一人当たりに換算する
と、１０９万８,７９５円になります。
　これは生まれたばかりの赤
ちゃんから高齢者まで、市民の
誰もが、この金額を抱えている
ことになります。

貯金

借金

一般会計
３７６億９,３３３万円

特別会計
２００億９,９８０万円

企業会計
４５億２,２８３万円

財政状況（類似団体との比較）

�経常収支比率

経常収支比率　［９０.６］

７５.０

良い

悪い

類似団体平均
（８８.６）

恵那市

８５.０

�財政力
市の財政力（体力）を示す指数であり、
指数が高いほど財源に余裕があるもの
とされます。
�公債費負担の健全度
実質公債費比率は、企業会計まで含め
た起債（借金）の返済額が標準財政規
模に占める割合を表し、１８�を超える
と借り入れに許可が必要となり、２５�
以上で借り入れが制限されます。
�経常収支比率
経常収支比率とは、地方税、普通交付
税など通常見込まれる財源が、人件費
や扶助費、公債費などの経常的な経費
にどの程度使われているかを示し、新
たな事業に使えるお金の弾力性を表し
ます。
�将来負担の健全度
市の借金である地方債残高額（一般会
計のみ）の、市民一人当たりの金額を
表しています。

�公債費負担の健全度

実質公債費比率　［１６.２］

１４.０

良い

悪い

類似団体平均（１５.６）

恵那市
１６.０

�将来負担の健全度

５０万円

良い

悪い

類似団体平均

（４１５,４９２円）

恵那市
７０万円

１２.０

１８.０

６５.０

９５.０

３０万円

９０万円
※類似団体平均の数値は平成１７年度の数値

※市民一人当たりの額は、平成１９年３月３１日の人口５６,７１３人で算出

�財政力

財政力指数　［０.５１３］
１.２ 良い

悪い０.３
恵那市

０.９

０.６

類似団体平均（０.６４０）

※市民一人当たりの額は、平成１９年３月３１日の人口５６,７１３人で算出
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増減額金額資産の部

△ ５億４８百万円９９７億５５百万円

有形固定資産
学校や道路の建設、土
地購入などに使われ
たお金の総額です。

（１０億６０百万円）（２１７億９９百万円）（うち土地に関する資産）

６億０６百万円９０億８７百万円

投資など
関係団体への出資金
や公共施設整備ほか
に蓄えているお金で
す。

△ ６億７１百万円６０億１４百万円

流動資産
現金や貯金、必要なと
きに現金化すること
ができる積立金、市税
などの未収金です。

△６億１３百万円１１４８億５６百万円合計

増減額金額負債の部

９億７３百万円３９３億８７百万円

固定負債
借入金である地方債（市
債）や退職給与引当金（全
職員が年度末に退職する
と想定した場合の退職手
当相当額）など、将来負担
しなければならないもの

１億４８百万円３３億８１百万円
流動負債
翌年度償還予定の金額

１１億２１百万円４２７億６８百万円計

増減額金額正味資産の部

２億３４百万円１０２億４２百万円国からの補助金

△ ２億００百万円９７億７１百万円県からの補助金

△ １７億６８百万円５２０億７５百万円一般財源などの自主資金

△１７億３４百万円７２０億８８百万円計

△６億１３百万円１１４８億５６百万円合計

バランスシート

　「バランスシート」では、平成１８年度までに整備した建物や土地、基金など、どのくらいの資産が市に蓄
積されているのか、また負債（将来の世代が負担するもの）がどのくらいあるのかを表します。
　バランスシートの構成は左側が資産、右側が負債と正味資産となっており、「資産」＝「負債」＋「正味
資産」という関係にあります。
　正味資産とは、学校や道路などを建設するために使ったお金のうち、国、県の補助金や市税などが財源と
なった、今後返済の必要の無い資産のことを示しています。また営利を目的としない市のバランスシートで
は「資本」という考えはありません。そのため民間企業でいう「資本」は「正味資産」と表現し、今までの
世代が負担した金額としてとらえています。

　市の資産合計は１,１４８億５６百万円で、このうち約３７％が負債（将来の世代が負担するもの）によるもので
す。
　資産の部では、有形固定資産が全体の約８７％を占めています。平成１８年度は建設事業は前年度より増え
ていますが、過去に取得した財産が減価償却されたことにより、前年対比で５億４８百万円の減額となりまし
た。資産の合計は前年度対比で６億１３百万円減額となりました。
　負債の部では、借金の返済額が年々増加しており、現状のまま借金を繰り返すことは、将来の財政運営に
大きな影響を与えるので、財産の取得については計画的に行う必要があります。
　 また市民一人当たりに換算すると、資産は２０２万５千円、負債が７５万４千円、正味資産が１２７万１千円
となります。

平成１８年度決算によるバランスシートの概要

バランスシートから分かること

バランスシートって何？

※増減額は平成１７年度数値との比較により算出
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　市の仕事には、高齢者や障害者などに対する助成や支援費など、人的サービスや給付サービスのような資
産形成につながらないサービスが大きな比重を占めています。
　バランスシートが資産や負債の状況を表すのに対し、行政コスト計算書は、このような資産形成につなが
らない行政サービスに要した費用が計上されています。
　行政コスト計算書は、平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの行政サービスの提供に、どれだ
けのコストがかかっているのかを表しています。

歳出項目
増減額金額分類

１４億６８百万円７３億９９百万円
人にかかるコスト
人件費、退職給与引当金など。

△２億０７百万円９８億６０百万円
物にかかるコスト
電気料、修理など維持補修費、減価償却費など。

５億０９百万円７３億０３百万円
移転支出的なコスト
高齢者や児童などへの手当（扶助費）、団体への補助金、特別会計への操
出金など。

２億２８百万円１０億９９百万円
その他コスト
市債の利子、時効により納入されなかった税金（不能欠損金）など。

１９億９８百万円２５６億６１百万円行政コスト合計

収入項目
増減額金額分類

３６百万円２２億６８百万円使用料・手数料など

△２億０４百万円１９億３４百万円国、県からの支出金

４５百万円１８４億０１百万円市税などの一般財源

△１億２３百万円２２６億０３百万円収入合計

　平成１８年度の市の行政サービスにかかるコストの総額は２５６億６１百万円となり、平成１７年度に比べ１９
億９８百万円の増額となりました。
　収入項目では、国、県支出金の減により、昨年度に比べ総額で１億２３百万円の減額となりました。
　今後も団塊の世代の退職や人口の減少などにより、市税など収入の減少が予想されています。さらに行政
サービスの多様化や、高齢化などによる福祉関係を中心とした費用の拡大など、今後ますます財政状況は厳
しくなることが予想されます。
　行政コストを市民一人当たりに換算すると、１年間に４５万２千円のコストが掛かかり、それに対し収入額
は市民一人当たり３９万９千円となります。

行政コスト計算書って何？

行政コスト計算書

行政コスト計算書から分かること

※増減額は平成１７年度数値との比較により算出

平成１８年度決算による行政コスト計算書の概要


